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文部科学省は、平成２３年度の２つの専修学校関係事業の採択結果を公表した。事業ご

との採択数は、	
 

○留学生総合支援プラン	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 …４件	
 

○成長分野等における中核的専門人材養成の戦略的推進事業	
 …７件	
 

で、合計１１の事業となっている。	
 

なお、各事業の趣旨・内容、採択された事業の都道府県・代表法人名・事業名は次のと

おりとなっている。	
 

【留学生総合支援プラン】	
 

１．事業の要旨	
 

新成長戦略においては、アジア経済戦略の一環として、2020 年までに質の高い外国人

学生の受入れを 30 万人にすることを目指し、「専門学校への留学支援」を進めることと

している。	
 

専修学校においては、アジアを中心とする各国からの留学生を積極的に受入れ、高度

な技術の担い手として、アジア諸国と我が国との架け橋となる人材の育成を行っている

が、これら留学生については日本での就職や地域への定着等の面でなお困難を抱えてお

り、今後、留学生の受入れの一層の拡大を図る上で、この点が隘路となっている。	
 

このため、地域における相談窓口等の設置や支援情報の提供、日本での就職に際し求

められる能力を修得するための学習機会の整備、企業インターンシップの促進など、留

学生の就職・生活支援の取組みを総合的に進めるための体制の整備を推進し、専門学校

における留学生の受入れ拡大を図る。	
 

なお、平成 23 年度は、個々の専修学校による取組みから、広域的な支援体制整備の

取組みに重点化して、事業の一層の効率的・効果的な促進を図る。	
 

２．事業の内容	
 

（１）就職・生活支援の体制整備	
 

地域における様々な分野の専修学校が協力し、地域産業界、自治体等とも連携しつつ、

留学生の就職・生活支援の取組みを総合的に推進するための体制を整備する。	
 

①就職・生活支援のための広域拠点の整備（相談窓口の開設、アドバイザーの配備

など）	
 

②地域での生活や就職活動に役立つ情報提供のための環境整備（ネットワークの構

築など）	
 

③留学生が日本国内で就職する際に求められる能力（日本語、ビジネススキル等）

の修得に資する学習機会の整備（教材開発等）	
 

④企業等における留学生のインターンシップ受入れの促進のための枠組みづくり	
 

（２）成果の普及（成果報告会の開催等）	
 

留学生へのアンケートやフォローアップ等の調査を行ない、取組み事例をとりまとめ

るとともに、成果報告会を開催し、全国的な取組みに発展させるための普及を図る。	
 



３．採択事業	
 

①東京都、社団法人東京都専修学校各種学校協会「地域の人材ニーズに対応した外国

人留学生の就職支援プログラムの実施と支援ネットワークの構築」	
 

②大阪府、社団法人大阪府専修学校各種学校連合会「関西型留学生就職支援基盤の構

築」	
 

③兵庫県、社団法人兵庫県専修学校各種学校連合会「～兵庫北から南から留学生が安

心して学び、就労するための環境整備を目指して～ひょうご留学生支援プラン」	
 

④福岡県、社団法人福岡県専修学校各種学校協会「留学生の日本企業への就職支援プ

ログラムの開発と活用」	
 

【成長分野等における中核的専門人材養成の戦略的推進事業】	
 

１．事業の要旨	
 

産業構造・社会構造の変化等が進む中で、我が国経済社会の一層の発展を期すために

は、経済発展の先導役となる産業分野や、新たな人材需要の高まりが予想される分野等

への人材シフトを円滑に進めるとともに、それらの人材が有する専門技術を高めていく

ことが必要不可欠である。このため、産学間の連携・取組により、専門人材養成を戦略

的に推進していく観点から、各成長分野における取組を先導する産学コンソーシアムを

組織化し、中核的専門人材養成のための新たな学習システムの基盤を整備する。	
 

２．事業の内容	
 

各成長分野における取組を先導する産学コンソーシアムを組織化し、中核的専門人材

養成のための新たな学習システムの在り方について検討するとともに、当該学習システ

ムを推進するための基盤を整備する。	
 

各分野の産学コンソーシアムは、当該成長分野においては中核的専門人材養成に関す

る取組を行うものとし、専修学校、高等専門学校、大学等の教育機関、業界団体・企業、

その他関係機関による連携組織であること（県域を越えた活動をするなど広域的な組織

とする）。なお、必要に応じて、職種別や各種テーマごとの下部組織等を設置すること

もできるものとする。	
 

○推進する分野	
 

環境・エネルギー、食・農林水産、医療・福祉・健康、クリエイティブ（コンテ

ンツ、デザイン・ファッション等）、観光、ＩＴなど	
 

３．採択事業	
 

①東京都、学校法人小山学園・専門学校東京テクニカルカレッジ「環境・エネルギー

分野における中核的専門人材養成プログラム開発事業」	
 

②群馬県、公立大学法人高崎経済大学「産学連携による高度アグリビジネス人材育成

プロジェクト」	
 

③東京都、学校法人滋慶学園・東京スポーツ・レクリエーション専門学校「健康サー

ビス分野におけるｽﾎﾟｰﾂ専門人材の職業能力評価基準の開発推進プロジェクト」	
 

④東京都、学校法人敬心学園・日本福祉教育専門学校「福祉分野の中核的専門人材の

調査とスキル標準の開発プロジェクト」	
 



⑤東京都、学校法人文化学園・国際ファッション産学推進機構「ファッション分野の

中核的専門人材養成のための新学習システムの構築推進プロジェクト」	
 

⑥東京都、学校法人トラベルジャーナル学園・ホスピタリティツーリズム専門学校「観

光分野の中核的専門人材養成の課題・対応策の検証と新たな学習システムの構築推

進プロジェクト」	
 

⑦北海道、学校法人吉田学園・吉田情報ビジネス専門学校「高度情報通信社会の進展

に対応したＩＴ分野の中核的人材育成のための調査研究」	
 

	
 


